
にかほ市は、にかほ市若者支援住宅整備事業の基本協定及び設計建設工事請負契約を締結

したので、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年

法律第117号）第15条第３項の規定に基づき、その内容を公表する。なお、維持管理運営業

務委託契約兼指定管理基本協定は、令和７年12月に締結することを予定する。 

 

令和７年６月30日 

にかほ市長 市川 雄次 

 

 

 

 

１．公共施設等の名称及び立地 

にかほ市若者支援住宅 

にかほ市平沢中谷地、白幡森地内 

 

２．事業者の商号又は名称 

代表企業 積水ハウス株式会社 東北シャーメゾン支店 

構成企業 
森建設工業株式会社 

朝日レジデンシャル株式会社 

 

３．公共施設等の整備等の内容 

・設計業務 

・工事監理業務 

・建設業務 

・施設整備関連業務 

・開業準備業務 

・維持管理業務 

・運営業務 

 

４．事業期間 

施 設 整 備 期 間：令和７年６月16日～令和８年３月31日 

維持管理・運営期間：令和８年４月１日～令和28年３月31日 

 

５．契約金額 

712,015,012円 

（うち、取引に係る消費税及び地方消費税の額 64,728,637円） 

  



６．事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

事業の継続が困難となった場合における措置は、以下のとおりである。 

 

第 85 条 （発注者の任意解除権） 

発注者は、本件業務が完成するまでの間は、次条又は第87条の規定によるほか、必要が

あるときは、この契約を解除することができる。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、受注者に損害を及ぼし

たときは、その損害を賠償しなければならない。 

 

第 86 条 （発注者の催告による解除権） 

発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、相当の期間を定めてその履

行の催告をし、その期間内に履行がないときはこの契約を解除することができる。ただ

し、その期間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照ら

して軽微であるときは、この限りでない。 

一 第４条第４項に規定する書類を提出せず、又は虚偽の記載をしてこれを提出したと

き。 

二 正当な理由なく、本件業務に着手すべき期日を過ぎても本件業務に着手しないと

き。 

三 履行期間内に本件業務を完成しないとき又は履行期間経過後相当の期間内に本件業

務を完成する見込みが明らかにないと認められるとき。 

四 管理技術者を配置しなかったとき。 

五 正当な理由なく、第34条第１項又は第65条第１項の履行の追完がなされないとき。 

六 前各号に掲げる場合のほか、この契約に違反したとき。 

 

第 87 条 （発注者の催告によらない解除権） 

発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除する

ことができる。 

一 第４条第１項の規定に違反して業務委託料債権を譲渡したとき。 

二 第４条第４項の規定に違反して譲渡により得た資金を当該本件業務の履行以外に使

用したとき。 

三 この契約の目的物を完成させることができないことが明らかであるとき。 

四 引き渡された工事目的物に契約不適合がある場合において、その不適合が目的物を

除却した上で再び建設しなければ、契約の目的を達することができないものであると

き。 

五 受注者が本件業務を完成させる債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

六 受注者の債務の一部の履行が不能である場合又は受注者がその債務の一部の履行を

拒絶する意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的

を達することができないとき。 



七 契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時又は一定の期間内に履

行しなければ契約をした目的を達することができない場合において、受注者が履行を

しないでその時期を経過したとき。 

八 前各号に掲げる場合のほか、受注者がその債務の履行をせず、発注者が前条の催告

をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らか

であるとき。 

九 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この条において同じ。）又は暴力団

員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団

員をいう。以下この条において同じ。）が経営に実質的に関与していると認められる

者に業務委託料債権を譲渡したとき。 

十 第86条又は第87条の規定によらないでこの契約の解除を申し出たとき。 

十一 受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下こ

の号において同じ。）が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはそ

の役員又はその支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者を

いう。以下この号において同じ。）が暴力団員であると認められるとき。 

ロ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認め

られるとき。 

ヘ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がイか

らホまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認め

られるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の

購入契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場合を除く。）に、

発注者が受注者に対して当該契約の解除を求め、受注者がこれに従わなかったと

き。 

２ 発注者は、受注者がこの契約に関して次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこ

の契約を解除することができる。 

一 受注者が、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54 

号。以下「独占禁止法」という。）第７条第１項若しくは第２項（第20条第２項にお

いて準用する場合を含む。）、第８条の２第３項、第17条の２又は第20条第１項の規

定による排除措置命令を受け、行政事件訴訟法（昭和37年法律第139号）第14条第１



項又は第２項に定める期間内に抗告訴訟を提起しなかったとき。 

二 受注者が、独占禁止法第７条の２第１項（第８条の３において読み替えて準用する

場合を含む。）又は第７条の９第１項若しくは第２項の規定による課徴金の納付命令

を受け、行政事件訴訟法第14条第１項又は第２項に定める期間内に抗告訴訟を提起し

なかったとき。 

三 受注者が前２号に規定する排除措置命令又は課徴金の納付命令に係る抗告訴訟を提

起し、当該訴訟について棄却又は却下の判決が確定したとき。 

四 受注者（法人の場合にあっては、その役員又は使用人）が刑法（明治40年法律第45 

号）第96条の６若しくは第198条又は公職にある者等のあっせん行為による利得等の

処罰に関する法律（平成12年法律第130号）第４条の規定による刑に処せられたと

き。 

 

第 88 条 （発注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第 86 条又は前条各号に定める場合が発注者の責めに帰すべき事由によるものであると

きは、発注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

第 89 条 （受注者の催告による解除権） 

受注者は、発注者がこの契約に違反したときは、相当の期間を定めてその履行の催告を

し、その期間内に履行がないときは、この契約を解除することができる。ただし、その期

間を経過した時における債務の不履行がこの契約及び取引上の社会通念に照らして軽微で

あるときは、この限りでない。 

 

第 90 条 （受注者の催告によらない解除権） 

受注者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちにこの契約を解除することがで

きる。 

一 第 22 条、第 45 条又は第 72 条の規定により要求水準書等を変更したため業務委託料

額が３分の２以上減少したとき。 

二 第 23 条、第 46 条又は第 73 条の規定による本件業務の履行の中止期間が履行期間の

１０分の５（履行期間の１０分の５が６月を超えるときは、６月）を超えたとき。た

だし、中止が本件業務の一部のみの場合は、その一部を除いた他の部分の本件業務が

完了した後３月を経過しても、なおその中止が解除されないとき。 

 

第 91 条 （受注者の責めに帰すべき事由による場合の解除の制限） 

第 89 条又は前条各号に定める場合が受注者の責めに帰すべき事由によるものであると

きは、受注者は、前２条の規定による契約の解除をすることができない。 

 

 

 



７．契約終了時の措置に関する事項 

契約終了時の措置に関する事項は、以下のとおりである。 

 

第 93 条 （解除に伴う措置） 

発注者は、この契約が工事の完成前に解除された場合においては、本件業務に係る出来

形部分を検査の上、当該検査に合格した部分の引渡しを受けるものとし、当該引渡しを受

けたときは、当該引渡しを受けた出来形部分に相応する本件業務に関する業務委託料を受

注者に支払わなければならない。この場合において、発注者は、必要があると認められる

ときは、その理由を受注者に通知して、出来形部分を最小限度破壊して検査することがで

きる。 

２ 前項の場合において、検査又は復旧に直接要する費用は、受注者の負担とする。 

３ 第１項の場合において、第 59条（第 62 条において準用する場合を含む。）の規定による

前払金があったときは、当該前払金の額を同項前段の出来形部分に相応する建設業務に関

する業務委託料額から控除する。この場合において、受領済みの前払金額になお余剰があ

るときは、受注者は、解除が第 86条、第 87 条又は第 94 条第３項の規定によるときにあっ

ては、その余剰額に前払金又の支払いの日から返還の日までの日数に応じ、年 2.5 ％の割

合で計算した額の利息を付した額を、第 85条、第 89 条又は第 90条の規定によるときにあ

っては、その余剰額を発注者に返還しなければならない。ただし、損害金の総額は 100 円

未満のときは、これを徴収せず、その額に 100 円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てるものとする。 

４ 受注者は、この契約が本件業務の完成前に解除された場合において、支給材料があると

きは、第１項の出来形部分の検査に合格した部分に使用されているものを除き、発注者に

返還しなければならない。この場合において、当該支給材料が受注者の故意若しくは過失

により滅失若しくはき損したとき、又は出来形部分の検査に合格しなかった部分に使用さ

れているときは、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害

を賠償しなければならない。 

５ 受注者は、この契約が本件業務の完成前に解除された場合において、本件業務に係る貸

与品等があるときは、当該貸与品を発注者に返還しなければならない。この場合において、

当該貸与品等が受注者の故意若しくは過失により滅失若しくはき損したときは、代品を納

め、若しくは原状に復して返還し、又は返還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

６ 受注者は、この契約が本件業務の完成前に解除された場合において、工事用地等に受注

者が所有又は管理する工事材料、建設機械器具、仮設物その他の物件（下請負人の所有又

は管理するこれらの物件を含む。）があるときは、受注者は、当該物件を撤去するとともに、

工事用地等を修復し、取り片付けて、発注者に明け渡さなければならない。 

７ 前項の場合において、受注者が正当な理由なく、相当の期間内に当該物件を撤去せず、

又は工事用地等の修復若しくは取片付けを行わないときは、発注者は、受注者に代わって

当該物件を処分し、工事用地等を修復若しくは取片付けを行うことができる。この場合に

おいては、受注者は、発注者の処分又は修復若しくは取片付けについて異議を申し出るこ



とができず、また、発注者の処分又は修復若しくは取片付けに要した費用を負担しなけれ

ばならない。 

８ 第４項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、この契約の解

除が 86 条、第 87条又は 94 条の規定によるときは発注者が定め、第 85 条、第 89条又は第

90 条の規定によるときは、受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、第４項後段及

び第５項に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発注者が受注者の

意見を聴いて定めるものとする。 

９ 本件業務の完成後にこの契約が解除された場合は、解除に伴い生じる事項の処理につい

ては発注者及び受注者が民法の規定に従って協議して決める。 

 

 

 


